
人間文化研究機構寄附研究部門規程 

 

平成１６年１１月１５日 

人間文化研究機構規程第９１号 

平成１９年 ３月２８日改正 

平成２１年 ９月 ９日改正 

令和 ２年 ３月３０日改正 

令和 ６年 ３月２２日改正 

令和 ７年 ３月２６日改正 

 

（目的） 

第１条 この規程は、人間文化研究機構組織規程第２５条の２第２項の規定に基づき、大学共

同利用機関法人人間文化研究機構（以下「本機構」という。）が設置する大学共同利用機関（以

下「機関」という。）において、奨学を目的とする本機構外からの寄附を有効に活用し、各機

関の主体性のもとに研究の充実、豊富化及び活発化を図るための寄附研究部門の設置運営に

関して必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において寄附研究部門とは、各機関において行われる研究に相当するものを

実施するために設置するもので、本機構外からの寄附に基づく寄附金により当該寄附研究部

門における研究の実施に伴う諸経費を賄うものをいう。 

２ この規程において「知的財産権」とは、別に定める人間文化研究機構知的財産規則（以下

「知的財産規則」という。）第３条第１項に規定する知的財産権をいう。 

 

（設置に関する申込み） 

第３条 寄附研究部門の設置に係る寄附申込みを行おうとする者（以下「寄附者」という。）は、

寄附金申出書（第１号様式）を、設置を希望する機関の長に提出するものとする。 

 

（設置の協議） 

第４条 設置の希望を受けた機関の長は、前条の申込みが次項に掲げる基準を満たしていると

認める場合には、寄附研究部門の設置について、次に掲げる書類を整備し、機関の所定の会

議等の議を経たうえで、機構長に協議するものとする。 

（１）寄附金申出書 

（２）寄附研究部門の概要（第２号様式） 

（３）担当予定者の履歴書 

（４）担当予定者就任承諾書 

２ 前項でいう基準とは、次の各号に掲げる基準をいう。 

（１）申込案件が国立大学法人法（平成 15年法律第 112号）第 29条に定める業務のいずれか

に該当すること 

（２）申込案件が文部科学大臣から認可を受けた中期計画の範囲の研究であること 

（３）設置する機関の研究の進展及び充実に有意義であること 

 

（設置の決定） 

第５条 機構長は、前条の協議があった場合は、教育研究評議会の議を経て、役員会で設置の

可否を決定するものとする。 

２ 機構長は、前項の規定により寄附研究部門の設置の可否を決定した場合は、当該機関の長

にその結果を通知するものとする。 



 

３ 機関の長は、設置の決定に基づき寄附者との間で取り決めを行ったときは、その内容につ 

いて速やかに機構長に報告するものとする。 

 

（名称） 

第６条 寄附研究部門には、当該研究部門における研究の内容を示す名称を付すものとする 

２ 寄附研究部門の名称について、寄附者からの申し出のあった場合は、寄附者が明らかとな 

る名又は寄附者が所有する商標を機構と協議のうえ、前項の名称に付加することができる。 

 

（存続期間） 

第７条 寄附研究部門の存続期間は、原則として２年以上５年以下とする。ただし、寄附研究

部門の存続期間を更新することは妨げない。 

２ 前項の期間が終了した場合は、研究の成果の概要をとりまとめ、公表するものとする。 

３ 寄附研究部門の内容に大きな変更を加える場合及びその存続期間を更新する場合の手続き

は、設置の例によるものとする。 

 

（寄附研究部門の構成等） 

第８条 寄附研究部門は、少なくとも教授又は准教授相当者１人及び准教授又は助教相当者１

人の職員で構成するものとする。 

２ 前項の規定により置かれる寄附研究部門を担当する職員の職名は、教授（寄附研究部門）、

准教授（寄附研究部門）及び助教（寄附研究部門）とする。 

３ 寄附研究部門の職員選考は、原則として別に定める人間文化研究機構職員任免規程に準ず

るものとする。 

 

（経費の受入れ） 

第９条 寄附研究部門における研究の実施に伴う経費は、その寄附研究部門が存続する期間に

必要な経費の総額を一括して寄附受入れをすることを原則とする。ただし、継続して寄附受

入れをすることが確実であるときは、年度毎に必要な経費を分割して受け入れることができ

る。 

２ 前項の規定による研究の実施に伴う経費は、別に定める人間文化研究機構寄附金取扱規程

に基づき、寄附金として受け入れるものとする。 

 

（知的財産権の帰属） 

第１０条 寄附研究部門の職員が行った発明等に係る知的財産権は、本機構の帰属とする。 

２ 前項の知的財産権の帰属その他の取扱いは、別に定める知的財産規則による。 

 

（活動状況の報告） 

第１１条 寄附研究部門を設置する機関の長は、毎年度、寄附研究部門の活動状況を取りまと

め、翌年度６月末までに機構長に報告書（第３号様式）を提出するものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この規程に定めるもののほか、寄附研究部門の運営に関し必要な事項は、各機関の

長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 



附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和７年３月２６日から施行する。ただし、施行日前に寄附研究部門を設置し、

施行日以降も存続するものについては、この規程による改正後の規定を適用する。 

  



（第１号様式） 

 

年  月  日 

 

大学共同利用機関法人人間文化研究機構長 殿 

 

 

寄附者 

住所 

氏名 

（法人にあっては法人名及び職・氏名） 

 

 

下記のとおり寄附研究部門設置のための寄附金を寄附します。 

 

記 

 

１．寄附研究部門名称 

 

２．設置目的 

 

３．設置期間    年  月  日～    年  月  日 

４．寄附金額   総額      円 

 

５．寄附の方法 

 

６．その他 

 

  



（第２号様式） 

 

寄附研究部門の概要 

 

 

１．機関及び部局等名 

 

 

２．寄附研究部門の名称 

 

 

３．寄附者の概要 

 

 

４．寄附予定額 

 

 

５．寄附の時期及び期間 

 

 

６．寄附金の使途 

 

 

７．寄附方法 

 

 

８．担当予定教員名及び職名 

 

 

９．寄附研究部門の研究目的及び研究課題 

 

 

１０．現有組織の構成状況及びそれらに照らした寄附金受入れの必要性 

 

 

  



（第３号様式） 

 

寄附研究部門 報告書 

 

 

１.機関及び部局等名 

 

 

２.寄附研究部門の名称 

 

 

３.当該年度の寄附額及び執行額 

寄附額          円 

執行額          円 

 

 

４.報告書の年度及び期間      年度( 年 月 日～ 年 月 日) 

 

 

５.寄附研究部門の研究活動  別添のとおり 

 

 

６．その他 

 


